
住民税均等割
非課税世帯へ
の支援
（低所得枠）

1
物価高騰対策給付金事業
【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
　低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R5年度分の住民税非課税世帯（800世帯）

58,340 58,340 R6.2 R6.3
対象世帯に対して令和6年2月までに
支給を開始する

住民生活課

住民税均等割
のみ課税世帯
への支援
（一体給付）

2
均等割課税世帯支援給付金
【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
　低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R5年度分の住民税均等割のみ課税世帯（150世帯）

17,324 17,324 R6.3 R6.4以降
対象世帯に対して令和6年3月までに
支給を開始する

住民生活課

こども加算
（一体給付）

3
低所得子育て世帯支援給付金
【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
　低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R5年度分の住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯
　への給付の加算として、当該支給対象者（世帯主）の
　世帯員である18歳以下のこども（50人）

2,776 2,776 R6.3 R6.4以降
対象世帯に対して令和6年3月までに
支給を開始する

住民生活課

10 本山町生活応援地域振興券事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けて
　いる全町民に対し、地域振興券5千円/人を配布するこ
　とで生活安定を支援するとともに、地域内消費を促進
　することにより、地域経済の活性化を図るもの。
②地域振興券発行(需用費、役務費、委託料、補助金)
③町民(R6.1.1現在 3,207人)

19,347 19,347 R5.12 R6.4以降
全町民に配布
地域振興券使用率90%以上

まちづくり推進課

令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業（配分予定額：77,252千円）
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事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

担当課交付対象
経費

（千円）

事業
始期

事業
終期

成果目標
（可能な限り定量的指標を設定）

総事業費
（千円）

事業の名称№


